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1．障害者自立支援法の施行状況について  

障害者福祉関係予算と利用者負担の状況  

平成19年度障害福祉関係予算（案）は、10％を超える伸び  1．国の障害福祉関係予算  

＜H19（案）＞  ＜H18＞  

障害福祉サービス関係  

予算  

＋11．4％（＋498億円）  4，873億円   4，375億円  

担えて、年寺別対策分でさらlこ＋10％（320億円（※））であり、全体で約20％の伸びを確保。  
※ 補正予算960億円（3年間）を単年度分に置き換えたもの。  

＋10．7％（＋873億円）  9，004億円   8，131億円  障害保健福祉部予算全体  

（参考）   

政府全体の予算（一般歳出）の伸び（H18→H19案） 1．3％（＋6，124嘩円＝①）   
厚生労働省予算全体の伸び（H18→H19案）  2．6％（＋5，352億円・・②）  

＊他省庁予算増分（①－②）   772億円  

担軽減措置により、実際の利用者負担は1割負担とはなっていない。  2．利用者負担の状況   
＜実際の負担率＞（特別対策後）  

居宅サービス 勉旦艶  

通所サービス 飽旦里  

人所サービス 勉旦塑   

＜原則＞  

1割（10％）   ＝   ニ  



障害福祉サービスの利用実態について  

N   



工賃水準の向上、1般就労への移行、地域生活への移行に関する好事例  

【工賃水準が向上した例】   

○  東京都の矢口的障害者小規模通所授産施設  
積極的な営業活動により、多くの事業所からダイレクトメールの発送業務等を受注。・立って  

作業をすることにより集中力を高めるなど作業の効率化に努め、月平均工賃約9万円を実現 。  

（参考）授産施設における平均工賃は約1万5千円   

9 大阪府の知的障害者通所授産施設  
以前は企業の下請けや縫製作業等で月平均工賃3千円～1万円であったが、高品質で繰り  

返上旦ユニこも＿らえる洋菓子の製i宣t販売に事業転換することにより、月平均工賃5万円を実現。  

【一般就労への移行への取組例】  

大田区  ○  
こJ  

区が中心となり、養護離クの就労支援ネットワークを構 築。   
障害者の適性と企業ニーズを的確にマッチングさせ、毎年施設利用者の6～7％が企業等に  
基盤。  （参考）全国平均では毎年施設利用者の1％程度が企業に就職   

9  東京都世田谷区の知的障害者通所授産施設  
利用期間畳屋剋鹿こ対し甜臥こ向けた支援計画を策定   

亘るとともに、就職のあっせん、職場定着支援を実施し、施設を利用した方の9割以上が一般  
全量仝艶艶。職蜘割弱と高い割合となっている。  

【地域生活への移行への取組例】   

○ 長野県の知的障害者入所施設  
施設を縮小し、地域移行を進め、鋤こ移行。施設を出   

て地域生邁を盤嘘表情が明るく  

なったなど工施設を出る。   



エ賃水準が向上した例（童城県の知的障善書轢産施削  

施設を開設するにあたり、地域の実情や収益性等を考慮し、高級豆腐の製造t販売を開始。その後、各種ア  
ドバイザー等との連携を図り、新商品を開発することで収益の向上を続け、開設から8年で平均工賃56，000  

円を実現（この間の売上も2倍に増加）。   



【長野県西駒郷の例】  入所施設から地域生活支援への転換   
○ 平成14年10月に策定された西駒郷基本構想に基づき、入所施設中心の支援から、グループ   

ホーム、日中活動、相談支援等の地域を総合的に支援する施設へ転換  

○ 利用者の退所後、4人部屋の解消など居住環境を改善するとともに、ショートステイに活用  
○ 既存の訓練棟・作業棟についても日中活動系サービスに活用  

2地土或生活移行者の日中活動の場  1 西駒郷退所者の状況  

区  人 数   

就  職   31   

共同作業所   52   

適所授産施設   62   

適所更生施設   25   

その他   23   

計   193   

18年度  
年  度  14年度  15年度  16年度   17年度           9・1・3憎司   19・4・1予定   

地域生活移行者数  17   29   71  56   20  50（計画）   

累 計  46  1」‾7  
I■′   E173  「「表一－  【   【243   

うち  人 数   24   66  52   20  50（計画）  

グループ  

ホーム移行  
か所数  2か所   7か所   27か所   24か所   12か所  25か所   

施設利用者数  

（年度末現在）  
441   406   326  261   242  211   

こ∩  

※今後、さらに就労移行支援、生活介護などの新体系サービスも整備し、10年後には施設の  
定員を60～100人とする予定。  

地域で生活するためには、  

グループホーム等の居住の  

場に加えて、日中活動の場  

や相談支援体制等を整備す  

ることが重要。  

3 県内の入所施設からの地域生活移行の状況  

18年度  

（予定）  
17年度  16年度  区  

西駒郷（県立施設）の取  

組が県内の他の民間施設  

にも波及。  
西 駒 郷   71   56   50   177   

他 施 設   67   71   50   188   

計   138   127   100   365  

※相談支援の拠点として平成16  

年に県内10の圏域ごとに障害者  

総合支援センターを設立   



地域生活移行した方の家族へのアンケート  
（長野県西駒郷の地域生活移行の取組から）  

実施期間 平成18年2月20日～3月10日  
対象者数 地域生活移行した方の家族142人  

回答数 95人  
方 法 郵送による無記名回答方式  

移行後  移行前（基本構想策定時）  

回答なし  

の  

長野県西駒郷の地域生活移行  

○大規模コロニー（500人定員の知的障害者入所施設）の入所者の地域生活移行を推進（西駒郷基本構想に基づき全県的な取組）  

○平成19年1月の入所者数は242人に減少（H14～H19．1の地域生活移行者は193人）  
○今後も全県的に地域の基盤整備を進め、地域生活移行を推進する。  

（県障害福祉計画目標値：入所者の17％の移行を進め、新たな入所者も含めて全体で14％以上削減）   



静岡県における退院促進の取組  

ステップ3：取組への反映  ステップ1  としての基本的な考え方の整理  
【モデル病院の試行】  

退院可能精神障害者は、  
① 病状のみで判断。年齢や疾患名等では判断しない。  
②病状の程度で判断する。病状安定者＝1年以上入院  

① 今年度の取組  

・入院患者動向調査  

・モデル病院の試行  

・運営委員会の設立  

・事業の周知（研修会、担当者   

会議、保健所長会議 等）   

一 広報ツール（ビデオ・チラシ）   

の作成 等  

者と軽度者を優先  

事業実施方針   

障害福祉計画での受け皿整備のほか、「啓発」「居住の確保」「地域  

医療体制の充実」を重点項目にして、受け皿整備。  
↓
－
・
 
 【啓 発】病院経営者・スタッフ、協会・職能団体、家族、地域、行  

政に対する事業の啓発活動の実施  

【居住確保】家族の反対、資金難や地元の反対でGHの建設困難、  
長期入院患者には中間施設が必要等の状況に対応  

【地域医療】緊急時や退院直後の者への対応、平常時の予防、安  
心して再発できる地域づくり等  

② 年度別計画  

・19～20年度：普及啓発  

第2期障害福祉計画のサービス見込み量も把握   

t21～22年度：見直し  

調査結果や退院促進支援協議会の報告等から事業の見直し  

・23～24年度：仕上げ  

「退院可能精神障害者」を解消するとともに、新たな「退院可  
能精神障害者」を生み出さないシステムを構築   



静岡県精神障害者退院促進支援事業全体フロー  

静岡県退院促進支援事業運営委員会  

対象者数（利用見込者数）、協力施設等の数等に係る数値目標の設定  

各協議会からの報告の受領及び協議会への助言  

実績報告を受けての事業効果の評価  

その他本事業の実施にあたって必要な事項の協議   

退院促進支援協議会  退院促進支援協議会  
報告  報告   

＼  ／  
＼  ／  

＼  ／  

精神保健福祉室  
運営委員会・圏域担当者会議の開催  

・実績報告・社会資源の取りまとめ  

・入院患者動向調査の実施  静岡県精神保健福祉センター  
受託者及び保健所職員研修の開催  

自立支援員研修の開催  

その他技術的支援  

圏域担当者会議  

事業実施に関する連絡調整、情報交換  

＼  
＼   

1ヾ  ヽ  

、    、  
叫、．        ◆≠  

CO  

協議会事務局  
（受託地域活動支援センター）  

協議会の開催と事業実施に関する事務  

支援の進捗状況の把握及び取りまとめ  

自立支援員   
⑨敵告、更≡  

‾  
退院促進支援協議会  

・対象者の決定  

・対象者ごとの自立支援員、指定相談支援事業者及び協  

力施設等の決定  
・事業の進捗状況の把握、事業効果の評価  

・地域における社会資源の把握  

・その他本事業の実施にあたって必要な事項の協議  

退院に向けた（マンツーマン）訓練：支窟  

補助自立支援員  
・当事者体験談の発表  

市 町  
退院後のサービス窓口  

障害福祉との調整  

④対象者受入依頼 ．1  
⑤可否回答  ．′′＼  
⑧経過報告 ′′′  
⑩更新調査．′  

⑥支援  こ①申込  ③ケアマネ依頼  
：②⑪遺著（更新ヰ止）通知  

協力施設等  
（地域活動支援センター・援護寮・救護施設・G  

H授産施設・作業所－デイケア等）  

・活動一訓練の場を提供   ◆＿＿＿＿＿‖‥＿＿＿  

・社会資源の整備  ⑦入所・適所訓練  

指定相談支援事業者  

・ケア会議の開催  

・自立支援計画の策定及び見直し（対象者の退院訓練中及  

ぜ退院後の生活のためのケマネジメントを実施）   

精神科病院  
担当者（主治医・精神保健福祉士等）の選出  

入院患者動向調査（毎年6月実施）の協力  

ムの結成  ㊤・高音蒜－  



岩手県における退院促進の取組  

しD   



【岩手県精神障害者退院促進支援施策体制フロー図】  

【現状と課題】  

・県内の社会的入院者267名（平成18年7月1日県独自調査）  

ヰ均残存率37．9％（全国平均31．4％全国ワースト2位）、現退院率（入院1年以上群）23．0％（全国平均21．0％）（平成14年調査）  
t平均在院日数 387．0日（全国平均363．7日、全国ワースト17位）（平成15年調査）  

t現在、一部圏域のみの実施であり、すべての社会的入院者が利用できない。  
・当該事業に係るノウハウについて、関係者が研修やスーパーバイズを受ける機会が少ない。  

・訓練終了者の再入院防止のためのフォローアップの体制づくりや地域での精神保健福祉について、県民が学ぶ機会が少ない。  

圏域の体制  県全域の体制  

福祉サービス事業者等）  

・各圏域の退院促進支援事業実施事業者  
へのスーパーバイズ  

・事業ノウハウの普及強化  

神障害者理鮭促進事業  
（各保健医療圏域において実施）  

・県民を対象とした講演・研修会の開催  
・関係機関への助言、支援、研修  

地域移行推進計画モテ●ル（新規）  

法人 
（委託先：医療事） ・グループホーム等の創設  

・地域との連携取り組み  

（本庁実施）  

事業全体の評価検討及び計画策定  自立支援具による退院訓練  

病院訪問  
■自立促進支援協議会  
（事務局：委託相談支援事業  

者）  

・対象者の選定  
・ケアマネジメント会議  
・事業の評価、計画  

・地域のネットーワーク構築  
・関係機関への助言や支援   

・施設等への同行支援  
・退院後のフォロー、再入院防止  
（心理教育・SSTを用いた専門的  
アプローチ）  

関係者の支援技術や知識の向上、人材育成、圏域毎の情報交換  

を【平成24年3  目指す姿】帝  月末までに  

会入院者267名の地域移行と再入院しないための環境づくりを目指   

国の目標値である平均残存率（24％以下）、現退院重（29％以上）を県の目標値とする。  

退院支援に関わるスタッフが、市町村ごとに対応できるような体制づくりを強化する。  
国の達成目標と同様、精神疾患は生活習慣病と同様に誰もが躍患する病気であることについての県民の認知度を90％以上とする。   



2 障害福祉計画の実践に向けて  
H18．12．26  

全国課長会議資料リニューアル  

1．「障害福祉計画実践事例集（実践テキストブック）」の作成  

ト地域生活支援事業等施策の実施状況等を早期に幅広く検証し、先行自治体における地域移  

行・就労促進等の実施方法、実例等を把握する  

にれら収集した先進事例に加え、「障害者自立支援調査研究プロジェクト」における研究成果  
等を包括した「障害福祉計画実践事例集（実践テキストブック）」を緊急に作成する  

ト広報啓発をおこなうと同時に、各種セミナー・研修会等でのテキストとして活用  

2．退院促進支援研究会の開催  

ト精神障害者の退院促進に携わる職員（事業のコーディネーター）を主対象に、事例研究を主体と  

した会議を開催   

（概要【案】）  

・実施時期は5月頃  

・対象者は自治体職員とする（障害担当、生活保護担当。200人程度を想定）  
・先行自治体には研究材料としての事例提出を依頼   



3．障害福祉計画実践研修会（市町村・都道府県職員）の開催  

ト市町村職員を対象として、実践に役立つ具体的な事業の検討を含む実務的な研修会を開催  

（概要【案】）  

・実施時期は6～7月頃  

・全国5ブロックで開催  

・2泊3日の合宿研修形式  

・対象者は市町村職員および都道府県職員とする   

■市町村職員を中心としたグループ討議及びその発表会を実施（グループは都道府県ごと）  

・市町村職員は白市町村の障害福祉計画を踏まえた事業プランの立案（議論のための教材として）を  

討議の上、策定  

・都道府県職員は市町村との連携の観点から助言  

4．その他、市町村セミナー等の開催  

ト「市町村セミナー」（社会保障担当参事官室主催）を実施予定（本年6月、11月開催予定）  

（現在検討中のテーマ）  

・障害者自立支援法の円滑な運営について  

・地域生活支援事業について  

ト18年度と同様に、全国各ブロックにおいてブロック会議を開催予定  

5．障害保健福祉推進事業を活用した自治体支援の新たな展開  ※検討中  

ト「障害保健福祉推進事業」を活用し、障害福祉計画推進のための自治体の取り組みを支援  

（※実施方法、事業 メニュー等 は現在検討中）   



3 HIV感染者の障害認定等に係るプライバシー保護等について   

HIV感染者の身体障害認定については、平成10年4月1日に施行されて以  

来、まもなく10年目を迎えようとしている。   

HIV感染者が安心して障害者に係るサービスを利用できるようにしていくた  

めには、各種福祉サービスの窓口業務に携わる職員を始め、一般の行政窓口にお  

いても、HIV感染者への理解を深め、プライバシー の保護に配慮した適切な対  

応を行うことが重要である。   

このことに関しては、国と「HIV弁護団・原告団」との協議の中でも、各自  

治体が、それぞれの職員に対し、職種を超えて広く研修会等を継続的に実施する  

ことにより、周知徹底を図ることについて要望を受けているところであり、各自  

治体の障害福祉部局の窓口にとどまらず、一般行政窓口においても、IlIV感染  

者をはじめとする障害者のプライバシー 保護等について十分留意されるよう、関  

係部課・関係機関に対する助言をお願いいたしたい。   

また、身体障害者手帳の交付を受けたHIV感染者に対しては、手帳により利  

用できる福祉の制度・サービスのみならず、就労・障害年金等、障害者に係るそ  

れ以外の制度・サービスについても、それぞれの制度や相談機関等の情報提供等  

の対応についてお願いいたしたい。   

さらに、障害者自立支援法に基づく自立支援医療（更生医療）を受ける指定医  

療機関は、原則として1つの障害につき1つの指定医療機関で対応することとし  

ているところであるが、HIV感染者のように、受給者がおかれている個々の治  

療状況に応じて、1つの指定医療機関だけで対応することが困難であることに対  

してやむを得ない理由があり、当該医療機関間で十分な連携を行うことが可能で  

あれば、複数の指定医療機関で対応することも可能であるので、関係機関に対し  

て周知をお願いしたい。  
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4 特別児童扶養手当等について  

（1）手当額について  

特別児童扶養手当、特別障害者手当、障害児福祉手当及び福祉手当（経過措置  

分）の額については、物価の変動に応じて自動的に額を改定する「自動物価スラ  

イド制」がとられている。  

平成11年以降、消費者物価指数は低下してきているが、平成12年度から平  

成14年度の3年間は、公的年金と同様、社会経済情勢に鑑みて特例措置により  

手当額を据え置いてきたところであり、平成15年度及び平成16年度について  

は、平成11年から平成13年の3年間の消費者物価指数下落分（△1．7％）  

は反映させず、それぞれ直近1年間の消費者物価指数下落分のみの額の改定を行  

うという公的年金と同じ取扱いとしてきたところである。  

平成17年度以降は、「児童扶養手当法による児童扶養手当の額等の改定の特  

例に関する法律」（平成17年法律第9号）の規定に基づき、物価が上昇した場  

合には、手当額を据え置き、物価が下落した場合には、物価スライドにより引き  

下げることにより、段階的に特例措置分（△1．7％）を解消することとされて  

いる。  

そのため、平成19年度においては、平成18年の消費者物価指数の上昇分   

（0．3％）の額の改定を行わず、手当額を据え置くこととしているので、関係  

機関・関係団体への周知方お願いしたい。   

（現 行）  （平成19年4月～）  

50，750円 → 据 え 置 き  

33，800円 → 据 え 置 き  

26，440円 → 据 え 置 き  

14，380円 → 据 え 置 き  

14，380円 一→ 据 え 置 き  

特別児童扶養手当（1級）  

（2級）   

特別障害者手当   

障害児福祉手当   

福祉手当（経過措置分）  

（参 考）   

障害基礎年金1級（月額）   

障害基礎年金2級（月額）  

82，508円 → 据 え 置 き  

66，008円 → 据 え 置 き   

手当額については、事務処理に遺漏のないよう万全を期されるとともに、管内市  

町村・関係機関への周知をお願いしたい。  
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